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米国における集団訴訟の和解解決および 

独禁法関連引当金の計上に関するお知らせ 
 
当社は、米国において国際航空貨物利用運送手数料に関する集団訴訟の被告の一員となってお

りましたが、下記のとおり、平成２３年４月２６日付で原告との和解に合意いたしましたので、

お知らせいたします。 
また、当社は米国司法省から燃油サーチャージ等に係る価格調整に関する調査を受けておりま

すが、将来発生しうる損失の現時点での見積額につきまして、独禁法関連引当金として特別損失

に計上することといたしましたので、併せてお知らせいたします。 
 

記 
 
１．米国における集団訴訟の和解解決について 
 
（１）訴訟の提起から和解に至るまでの経緯 
   原告(Precision Associates, Inc ほか２社)は、世界の国際利用航空運送並びに国際利用海上

運送業者６０社以上（以下、「被告」という）が種々のカルテル行為を行ったとして損害賠償

等を求めて米国ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判所に集団訴訟を提起し、当社も一部の

カルテルに参加したとして、平成２１年７月に被告に加えられておりました。 
   当社は、裁判の長期化が企業に与える影響等を総合的に勘案した結果、本件訴訟を早期に

解決することが当社の総合的利益に適うと判断し、次のとおり和解することにいたしました。 
 
（２）和解の内容 
   和解金額   ９．９百万ＵＳドル（８４１百万円）                      

 
なお、本件和解につきましては、今後同裁判所の承認が必要となります。 

 
２．米国独禁法関連の司法省による調査について 
   当社は、米国司法省から燃油サーチャージ等に係る価格調整に関する調査を受けており、

現在も続いております。当該調査の結果によりましては、損失の発生が見込まれます。 
   当社は、将来発生しうる損失の現時点での見積額３７０百万円を独禁法関連引当金として

計上することといたしました。 
 
 
 



３．当社の業績に与える影響 
   平成２３年３月期第４四半期において、上記和解金および和解に伴う諸費用につき、支払 

和解金等として９４９百万円、また米国独禁法関連損失見積額につき、独禁法関連引当金繰

入額として、３７０百万円を特別損失に計上いたしました。なお、本日（平成２３年４月２

６日）付で別途開示いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」の通り、平成２３年

３月期の業績予想を修正いたしました。 
    
４．今後の対応 

 当社は、今後共、コンプライアンス体制の一層の充実・推進を図り、独占禁止法を含む関

連諸法規の遵守に努めてまいります。 
 

以上 


